具体的な要求の解説
自治体の責任による質の高い公共サービスを実現するための
公共サービスの確立と労働条件の改善に関する統一要求書（案）

	１．現業公企職場をはじめ自治体業務は直営で行うこと。

清掃、学校給食・学校用務、道路の維持管理、水道・下水道事業、公営・公共交通事業をはじめとした現業公企職場は住民生活に直接関わる公共サービスを安全・安心に遂行するため、自治体責任により継続して運営するものです。

①　直営で行っている住民サービスについては、引き続き直営で行なうこと。「公共サービス基本法」の主旨に基づき自治体責任による質の高い公共サービスを実施するため、業務量に応じた必要な人員と予算を確保すること。


【解説】

〈現業公企交通職場の直営堅持について〉

(1) 給食、学校用務、清掃事業など現業公企職場は、住民に一番近い自治体の行政サービスとして、地域の生活を守るために、行政責任として実施されています。したがって、そのサービス提供は責任と公正、安定した継続性が確保されなければなりません。しかし、民間委託をはじめとした合理化攻撃は効率化やコストからの主張にみで、これらの点をまったく無視しています。さらに独立行政法人・指定管理者制度などの導入が進み、行政サービスの低下や行政責任の放棄につながっていることは多くの例からも明らかとなっています。

(2) この間行われてきた民間委託の攻撃は、多くの点で法律や規則に違反・無視して行われている実態があり、清掃事業の例では、「廃棄物処理法、施行規則」などを無視し、廃棄物処理者の資格要件を完備しない業者に委託したり、学校給食の調理業務・配送業務などの例では職安法に抵触すると思われる業務体系が取られるなどの多くの問題点があるにもかかわらず、民間委託が強行されています。

(3) この間の集中改革プランの政策が自治体への圧力となり、特に現業公企職場での民間委託や、指定管理制度、賃金改定、定数削減などが行われてきましたが、東日本大震災や頻発する自然災害の対応で人員不足はもとより、資機材の不足、技術継承の問題など多くの問題点が明らかになり、公共サービスへの責任放棄とも言える事態となっております。

(4) これらのことから、民間委託攻撃に対しては当局の行政責任を徹底的に追及すると共に、地域住民に対しても地域運動を通じて直営の必要性や重要性を訴え、自治体当局に民間委託を行わない事を明らかにさせ、協約化を勝ち取る事とします。

	

	２．既に、委託されている業務については、行政が責任をもって管理すること。

①　公共サービスの水準の維持・向上をはかるため、業務委託後のサービス水準などの検証を行うとともに、労使によるチェック体制を確立すること。

②　委託契約における適正な賃金確保のために総合評価方式・最低制限価格制度などの入札改革を行うとともに公契約条例を制定することをはじめ、委託先労働者および臨時・非常勤等職員の入札・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保を義務付けるなどの労働者保護対策を実施すること。

③　委託契約内容が法律に違反している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、すみやかに是正のための具体的措置をはかること（安全配慮義務や、違法性のある学校用務員のシルバー人材センターへの包括委託、清掃パッカー車における作業員のステップ乗車の道路交通法違反など）

	


【解説】

〈委託先の労働者の賃金・労働条件改善について〉

(1) この間の地方行革攻撃により、現在も委託の拡大が残念ながら進んでいます。私たちは、委託反対、直営堅持のたたかいを引き続き強める必要がありますが、すでに委託された職場においては、財政状況が厳しいことを理由に官製ワーキングプアと言われる大変厳しい賃金・労働条件におかれている労働者が少なくありません。委託職場で提供される公共サービスにおいても質の維持と安定が必要であることから、十分な人員と予算の確保と公契約条例制定や入札改革に取り組むなど委託労働者の生活を守るたたかいを進めます。

(2) 委託労働者の低賃金・低労働条件が、安上がりのみを求めた委託圧力を増大させ、直営職場をおびやかしています。委託が行われている自治体では、委託先職場の組織化を展望しつつ、自治体関連職場の実態調査を行うことが必要です。また、行政に対しても委託先の賃金・労働条件を把握させ、少なくとも法令違反がないよう指導させる等、行政責任を追及していく必要があります。

ⅰ）　労働保険・社会保険の加入

ⅱ）　労働基準法・労働安全衛生法・最低賃金法などの諸法令の遵守

とくに労働安全衛生に関しては、過去に清掃職場で死亡事故も発生していることも有り、厳しく対応することとし、けがや感染症・交通事故、腰痛等の防止のため、「清掃事業における労働災害の防止について」（平成５年３月２日基発第123号）を、最低の基準として守らせます。

〈公契約条例とは〉

	

	　政府は、国や自治体が提供している公共サービスに対し、「民間に出来ることは民間で」と繰り返し、民間委託や民営化を強行してきました。しかし、市場万能主義によって公共サービスを民営化したイギリスの例を見れば、市場主義的改革は公共サービスの質の劣化、強いては崩壊をもたらし、同時に低賃金労働者を生み出すだけの結果となることは明らかです。公共サービスを単なる競争主義に任せるのではなく、公共サービスの質を高めるために労働者の賃金・労働条件を改善するために、自治体ごとの「公契約条例」の制定が求められます。現在、札幌市においても制定に向けた議論が深まっています。

	


〈総合評価入札制度とは〉

	

	　「総合評価方式」とは、公共工事における入札で、価格だけで評価していた従来の落札方式と違い、品質を高めるための新しい技術やノウハウといった価格以外の要素を含めて評価する新しい落札方式のことです。

	


〈最低制限価格制度とは〉

	

	　地方自治法施行令第167条の10第２項の規定に基づき、工事又は製造その他についての請負の契約の入札において、契約内容に適合した履行を確保するため、あらかじめ最低制限価格を設けて、予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者であっても、最低制限価格を下回る場合には、これを落札者とせず最低制限価格以上で最低の価格をもって入札した者を落札者とする制度です。

	


	

	３．人員定数を確保し、欠員は正規職員で完全に補充すること。

①　現在の欠員及び定年退職の年度別予定者数を明らかにし、いずれも正規職員によって適切に補充すること。

②　再任用職員の処遇を改善すること。公的年金の支給開始年齢に達するまでの間、雇用と年金を確実に接続するため、現業公企労働者の再任用制度を早期に条例化すること。また、運用を凍結しているものは早期に解除すること。

	


【解説】

①【賃金確定闘争　要求書８－（１）　欠員補充・定数拡大・直営堅持　　解説参照】

②【賃金確定闘争　要求書８－（２）　定年延長および再任用制度関係　　解説参照】

	

	４．現業職員の低賃金を改善し、差別・格差を解消すること。

　①　「賃金は生活給である」との認識に立って、現業公企職員の低賃金の改善をはかること。また非現業職員との初任給基準、昇格年齢などの差別・格差を解消すること。

②　国の行政職（二）表適用職員と自治体の現業職員とは業務内容が大きく異なるため、国の技能労務職員だけに準ずることなく現業・公企職員の賃金決定の原則に則り、十分な労使交渉と労使合意を前提とすること

③　総務省の通知に基づく一方的な「取り組み方針の作成・公表」については撤回を求めるとともに、現業労働者賃金の見直しにかかわる「取り組み方針」の実施は、団体交渉事項であることを十分に認識し、労使で交渉合意を前提に丁寧な交渉を行うこと。また賃金センサスを使用した不正確な民間比較は直ちに是正すること。

④　等級別基準職務表の条例化および職名ごとの職員数の公表については、現業･公企労働者は適用除外となっていることから、現業･公企労働者について公表しないこと。

⑤　中途採用者については、学卒直採用の職員と同様になるよう、前歴加算の方法を改善すること。また同時に在職者調整を行うこと。

	


【解説】

(1) 同じ自治体で働く労働者である以上は、職種や性別を問わず賃金をはじめ、すべての労働条件は同一の制度、基準が適用され運用がはかられるべきであることは言うまでもありません。

①　現業職員の賃金労働条件は、労使による交渉と合意により決定されるものであることから、十分な交渉・協議を行いその決定事項を尊重すること。

②　賃金センサスとの比較公表については、業務内容、雇用形態(パート等含む)、経験年数、企業規模・事業所規模等大きく異なり不適切であり、現在ほとんどの自治体で策定・公表されている「技能労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針」を点検し、実際の賃金決定に影響させない取り組みが必要です。
(2) ４．②「給与制度の総合的見直し」および④「地公法改正による等級別基準職務表の条例化および職名ごとの職員数の公表」については重点課題の解説参照。

(3) 現在、道内各自治体の現業（技能・業務）職員の賃金は、長年のたたかいによってごく一部を除き行政職（一）表を適用していますが、到達級の制限、初任給格付けでの差別などにより、非現業職員との間に賃金格差が生じている現状にあります。中途採用職員が多く、極めて低い初任給から出発し、到達級も低位級にとどまるため勤続年数が増えても在職する同一年齢職員との賃金格差が改善されない実態に置かれています。また自治体によっては、新採用時に行政（二）表の導入が決定されていることなどを踏まえた現業・非現業の差別賃金表である行政（二）表の撤廃はもちろん、行政職（一）表内における現業職員の賃金差別を克服していくため、①初任給基準の改善（中途採用者の初任給改善については後掲）、②年齢別最低保証賃金制度の確立、加えて③それらの改善内容に基づく全職員を対象とする在職者調整の実施を基本要求とし、現業差別賃金を打破していくことが必要です。
(4) わが国のような年功賃金が支配的な状況では、単一賃金の賃金規則だけでは、中途採用者、臨時職員などの格差賃金は改善されません。そのため、経験年数換算基準の改善、初任給の上位級初号制限の撤廃などの決定基準の改善とも大きな関わりを持ってきますが、なおかつ年齢別に賃金を規制しようとするのが年齢別最低保証賃金制度です。
(5) 道本部はこれまで、年齢別最低保証賃金制度の確立を要求し、現在、全道庁・都市職を中心として制度化を実現しています。しかし、水準については全体的に低く、また自治体ごとに著しい格差があり、要求としては、前歴換算の同種10割、異種８割との関連もあり、40歳時点で標準入職者の90％と、18歳100％を結んだ線の水準とし、最低統一指標とします。また、この水準に到達している、あるいは道の水準にある単組では、大衆討議を十分行い45歳95％などを要求することとします。年齢別最低保証賃金制度の確立により、18歳100％、40歳90％に設定されても、10％格差（30,000円前後）がつくことになり、生涯にわたって格差賃金差別のもとに置かれることになります。この解決のためには、中途採用者の在職者調整を要求し、一定年数経験（５年程度）後には標準入職者の90％、または、３号下位前後まで引き上げていくことを特別昇給制度の活用等により獲得していく事が重要です。
	

	５．恒常的業務に臨時・非常勤等職員を導入しないこと。

①　恒常的業務には臨時・非常勤等職員を採用しないこと。

②　現在、恒常的業務に従事している臨時・非常勤等職員・準職員については正規職員化をはかり、直ちに職員化に至らない場合は、身分の保障（雇用の安定）、および正規職員に準じた賃金労働条件を適用すること。

③　シルバー人材センターの活用は法に準じ臨時・短期的なものとすること。(特に学校用務員職場など)

	


【解説】

(1) 常勤的かつ恒常的「臨時・非常勤等職員」は、当然正規職員化がはかられるべきであり、その定数化を要求します。

(2) 定数化要求を基本としながら、すべての臨時・非常勤等職員の労働条件の改善について、「①賃金は最低高卒初任給とし、勤務実態や年齢等により前歴換算や同年齢職員との均衡を加味させる。②改定時期は多くが１年遅れの賃金改定である実態から４月に遡及実施させる。③１年を超える者については、ベース改定とは別に正規職員に準じて制度化させる。④労働時間と休暇は正規職員と同位を追求し、最低労働基準を確保する」を基本に、各単組で具体的な要求を作成して取り組みます。
(3) 現業（現場）職場における「法律に違反した、シルバー人材センターへの包括委託」の活用は現業の合理化を拡大し、｢職員の欠員補充・再任用制度の形骸化・臨時職員の雇用打ち切り・嘱託、パート労働者の未雇用｣につながっています。これまで自治労本部では､厚生労働省に対して特に、学校用務業務の丸ごと委託の実態は、法違反行為であることの申し入れを行い、同省はこれを認め個別の是正指導を実施してきた経緯があります。また、内閣府公共サービス改革推進室では2012年１月、「地方公共団体の適正な請負（委託）事業推進のための手引き」を公表して適正な委託業務を促しており、法的にも実態的にも問題が生じないよう、取り組みを強める必要があります。
	

	６．現業・公企職場（民間委託を含む）の労働安全衛生対策を強めること。

①　「労働安全衛生委員会」を事業所単位に設定し、規則23条に基づき毎月１回以上の「安全衛生委員会」の開催を行うこと。

②　労働災害、職業病の発生を防止する対策を確立し、自治体職場から「労働安全衛生法」違反状態を一掃すること。とりわけ、各種労働安全衛生管理要綱の最低基準を遵守し、職場の安全を確保すること。

③　職場での安全確保のため、労使による定期的な職場点検（巡視）を行うこと。

④　50人未満の職場でも「労働安全衛生法」の趣旨に沿い、安全衛生推進委員を選任し、対策を強めること。

⑤　メンタルヘルスケアの推進にむけ、管理者を含めた教育研修を周知徹底させること。また、改正労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度の導入に向け、適切な運用のための予算措置を行うこと。

⑥　安全な作業を可能とする作業安全マニュアルを徹底し、労働災害の撲滅につとめること。

⑦　業務委託後の職場についても安全衛生体制を確立するため、労働安全衛生法の遵守を受託企業などに求めるとともに、自治体の責任において遵守状況を把握し、必要な場合には指導を行うこと。

	


【解説】

(1) 自治体職場では依然として労働安全衛生法違反の状態が放置されています。とりわけ、安全衛生の確立をするための基本となる安全衛生委員会が設置されていない自治体が多く見受けられます。

また、委員会が設置されていても、「委員会が休業状態である」「十分に機能していない」などの実態が多くあります。さらに、安全管理者、衛生管理者、産業医等の選任すら行われていない職場も多く、本来、他の職場等の模範とならなければならない自治体職場において、このような法違反状態の一掃をはかる事が必要です。

また、職場点検（巡視）は、労使で取り組むことで改善すべき指摘事項などを共有し、解決に取り組んでいくともに、点検後の良好事例についても広く取り上げ、共有することで委員会の活性化と災害防止につながるなどから、意義を認識したうえで取り組みを進める必要があります。

(2) 近年仕事に関して強い不安やストレスを感じるとする労働者は６割を超えるとされており、メンタルヘルス疾患による病気休養者は長期病気休養者の半数を占めている状況にあります。少ない人数による過重労働で、パワー・ハラスメントなどの各種ハラスメント事例が増大し、加えて業務過多による心理的負荷の増大などによって精神的疾患の発病やこれを原因とする自殺事案も増加しています。こうしたことから、労働者の健康確保、とりわけ過重労働による健康障害防止対策やメンタルヘルス対策は喫緊の課題となっています。
事業場における職場環境の改善が求められるなか、2014年6月に公布の改正労働安全衛生法（※１）により、労働者のメンタルヘルス不調の未然防止（一次予防）を目的に、常時50人以上を雇用する全事業所に対しストレスチェックと面接指導が義務づけられ、2015年12月から施行されます。制度の導入にあたっては実施に向けた予算の確保や、受検者に不利益がないよう情報管理の徹底など、安全衛生委員会による議論と制度構築にむけ、積極的に学習会を開催するなどの取り組みが重要となります。
労働時間等の設定改善に向けた労使の自主的取り組みを促進し、労働者の健康と生活時間との調和の取れた働き方として、ワークライフバランスの実現が求められています。
	※１　改正労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度

平成26年６月25日に公布された労働安全衛生法の一部を改正する法律により、ストレスチェックと面接指導の実施等を義務づける制度が創設されました。

今回新たに導入されるストレスチェック制度は、定期的に労働者のストレスの状況について検査を行い、本人にその結果を通知して自らのストレスの状況について気付きを促し、個人のメンタルヘルス不調のリスクを低減させるとともに、検査結果を集団ごとに集計・分析し、職場におけるストレス要因を評価し、職場環境の改善につなげることで、ストレスの要因そのものも低減させるものであり、さらにその中で、メンタルヘルス不調のリスクの高い者を早期に発見し、 医師による面接指導につなげることで、労働者のメンタルヘルス不調を未然に防止する取組です。（平成27年12月1日施行）


　
(3) 職場地域におけるアスベスト対策は、発症まで数十年がかかると言われる中皮腫など、今後の被災者の拡大が予想されます。また東日本大震災の津波で破壊された建物がれきから、建物吹きつけ材アスベストが発散する可能性などの問題が提起されており、住民や現地作業者、ボランティアなどのアスベストばくろ問題など、今後も長期的に継続した対策が求められます。自治体・公共サービス部門の労働組合として「労働者と市民の健康を守る取り組み」「飛散防止対策など地域の環境を守る取り組み」「自治体・公共関連施設の安全確認と対策」に視野を広げた取り組みを強化するためにも、安全衛生委員会の活用が重要となってきます。
(4) 労働災害・職業病の責任はすべて使用者・行政当局にあります。労働災害が発生した場合については、自治体当局の責任を徹底追及し、災害の原因究明をはかることが究極的には再発防止になります。その補償についても、現行の地方公務員災害補償基金の保障で使用者の責任が終わったとするのではなく、その枠をこえて、自治体独自の上積みやリハビリ勤務体制の確立を行わせていくことが必要です。企業内補償制度については、民間では大企業を中心に、法定外補償に上積みする制度を設けており、死亡災害で平均3,000万となっています。自治体でも都市職を中心にして全国で制度化させています。自治労の目標として、当面死亡災害事故については自賠責のみ3,000万円の上積み補償を求める制度の導入を求める必要があります。

(5) 私たちの健康管理については、労働基準法や労働安全衛生法などによって基本的な事項が定まっていますが、法律などの基本精神は、「単に最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて、職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない」と事業主の責務を明らかにしています。

(6) 現業職場では常に労働災害の危険にさらされており、事故も発生しています。直営職場にかかわらず委託職場においても、非正規労働者が増加しており、使用者にはよりいっそう作業安全マニュアルの徹底が求められています。
(7) 委託先業務においても安全衛生体制を確立させ、安全な労働環境が整備されるよう、自治体責任として把握が必要となります。
　
	

	７．分限条例を改正すること。　

①　公務中の事故等について無条件に自動失職が適用されないよう分限条例を改正すること。また、協約化されている場合は、早期に条例化をはかること。

	


【解説】

(1) 地方公務員法では、事故により人を死亡させ、本人の不注意、過失として刑事責任を問われ、法第16条２号（欠格条項）第28条（分限条項）によって起訴され、禁固以上の刑（執行猶予も含む）が宣告された場合は免職になってしまいます。このため、自治労としては、何よりも身分保障を勝ち取るため、分限条例を次のように改正させるたたかいを進めます。
	（失職事由の特例－自治労モデル）

第○○条　任命権者は、法第16条第２号に該当するにいたった職員のうち、その罪が刑の執行を猶予されたものについては、情状によりその職を失わないものとすることが出来る。


(2) 自治体によっては｢失職事由の特例｣について、｢協約｣として締結している場合もありますが、地方公務員法（28条）で｢条例に特別の定のある場合を除く外、その職を失う｣と明記されている以上、「協約」ではその締結趣旨が生かされないことになります。したがって、地方公務員法が条例化を求めている以上、早期に条例化をはかる必要があります。

また、｢失職事由の特例｣条例については、①民間労働者には｢自動失職｣制度はなく、②｢職を失わないものとする｣場合も、刑の執行の猶予（１年以上５年以内の期間で裁判所が決める。無事に経過した場合は、刑の言い渡しは効力を失う）を受けた場合に限られている、③職を失うかどうかについては、情状を判断した上で決定（公平な賞罰委員会など）されるもので、すべてについて｢失職事由の特例｣を適用させようとするものではない、などのことについて当局に十分理解させ、議会などに対しても、その趣旨について説明責任を果たさせる必要があります。

さらには条例化を行う場合でも、当局は｢公務上に限る｣として、制限付の条例化を目論もうとしますが、この場合には、｢通勤途上｣などは特例の対象外となってしまいます。地方公務員法（16条２）の欠格条項について、公務上外の区別がない以上、｢失職事由の特例｣条例についても、地方公務員法で定めている以上の制限を設ける必要はないことから、当局と十分な交渉を行い、｢自治労モデル｣に沿った｢失職事由の特例｣の条例化をはかることが重要です。

さらには、｢特例｣の事由が交通事故に限定される場合が想定されるときも、「交通事故等の過失による場合」として、出来る限り｢特例｣の範囲を限定させないことが重要となります。
	

	８．賃金・労働条件（民間委託を含む）に関する変更は、すべて事前協議とし、協約を締結すること。

①　地公労法上の団体交渉権、協約締結権を遵守し、経営形態の変更ならびに賃金・労働条件の変更については、計画変更可能な時期から労使協議を行うとともに、合意された事項に関して協約を締結すること。

	


【解説】

(1) 当局が合理化計画を固めてから交渉に臨むのではなく、事前に職場段階での計画をチェックし、合理化を阻止していくためには事前協議制の確立が不可欠です。また、労働条件の変更に関わっては労働協約で事前協議を明記させることが必要です。協約締結権を活用し、合理化攻撃を事前にチェックし、阻止していくための事前協議制の確立をはかることが急務と言えます。

(2) 現業・公企労働者は同じように労組法上の団体交渉権、協約締結権が完全に保障されています。この権利を全面的に活用して、賃金・労働条件などほとんどすべての事柄について団体交渉を行い、その結果を協約化することができます。公企労働者の場合、この権利をしっかりと認識し、それを生かし、非現業を上回る労働条件を獲得してきました。しかし、残念ながら全国の現業労働者はまだまだこの有利な権利を充分に生かしきれていないのが現状です。

(3) 「協約無くして労働無し」という労働者としての基本的権利を充分に認識し、賃金、労働条件などすべての事項について、さらには、「民間委託」提案に対しても、一つひとつ団体交渉にのせ、協約化させていかなければなりません。この協約権を活用し、合理化攻撃を事前にチェックし、事前協議制を確立することで、一方的な合理化攻撃を阻止することが可能となります。

(4) また、この事前協議制の確立については、①管理運営事項についても事前協議（団交）の対象とする、②すべての事柄については労使双方の合意を前提に実施する、ことが重要であり、このことが守られない限り、当局の合理化提案を許さないという、この姿勢が大切です。
	

	９．災害時における危機管理体制の確立に努めること。特に職員全員参加による災害訓練や被災時における職員の出勤基準・労働条件など、労使による協議･確立に取り組むこと。

	


【解説】
(1) 東日本大震災以降も相次ぐ台風、大雨による風水害など、自然災害がライフラインを直撃し住民生活に大きな影響を与えています。こうした事態に対して、必要とされる資機材や人員など、現在の体制を見直し、また災害予防政策を万全に整えることが喫緊の課題となっています。各自治体において災害に対してマニュアルが作成されてはいますが、実際に適切な運用が可能であるかどうかを点検するとともに、実効ある危機管理体制の確立をはかる必要があります。

また、災害時には学校、公共施設などの職場が避難場所として使用されることから、現場で働いている職員としての役割を築かなくてはなりません。
非常時には全職員の参集が求められているものの、「家族の被災、健康状態、近隣世帯の人命救助、火災への対応、交通途絶等」の理由などにより、出動・出勤困難な職員の範囲について明確にする必要もあります。

(2) ワークルールの取り組み方については、阪神大震災の経験を生かし作成され、東日本大震災の経験をもとに改訂された自治労本部公企評議会作成の冊子「ライフラインのための危機管理指針（改訂版）」をはじめとする自治労出版物等を積極的に活用し、取り組みの前進につなげることが可能になります。
	

	10．地方公営企業法第32条の改正は、自己資本の造成について条例化すること。また、地方公営企業会計制度の見直しに対しては、導入に伴う住民への周知などを行うこと。さらに、簡易水道や下水道事業の地方公営企業法適用に関わっては、将来的な安定経営を前提とすること。

	


【解説】
（1）2012年４月１日から資本制度の見直しにより、剰余金の積み立て義務を廃止するとともに、条例・もしくは議会の議決を経て利益処分・資本余剰金のなどの資産処分ができるようになりました。これらの制度変更を受けて、今後も安定した事業経営を継続できるよう、必要な条例整備、人員配置を求めていきます。
地方公営企業会計制度の見直しは2014年予算・決算からの導入になりました。資産状況を示す貸借対照表への主な影響としては、①借入資本金（（設備投資のために自治体から借り入れたお金））を資本から負債に計上②みなし償却制度（補助金で得た分を減価償却しなくていい制度）を廃止③退職給付引当金の計上義務化④減損会計（帳簿価格を時価価格に変更）の導入等などになっています。会計制度の変更により、経営が何も変わっていないに大幅に赤字が増大したようにみえることから、人員合理化対策や住民・議会に対して誤解を招かない丁寧な対応を求める必要があります。
（2）総務省は2014年８月29日に「公営企業の経営に当たっての留意事項について」を出し、損益・資産等の的確な把握のため、特に簡易水道・下水道事業は基本的に必要として「公営企業会計の適用拡大に向けたロードマップ」を提示し人口3万人以上の地方公共団体が経営する簡易水道は2020年4月末までに適用することが明示されました。
企業会計制度導入にあったては、資産管理・システム導入など相当な業務増大が見込まれることから適正な人員配置を求める必要があります。とりわけ簡易水道事業会計は一般会計からの繰入によって経営がなりたっている事業体も多く、簡易水道の統合問題と合せて将来的な経営についての議論が求められています。
	

	11．地域公共交通の活性化および再生に関する法律の改正を踏まえ、交通政策基本法の基本理念および交通政策基本計画に沿った地域公共交通網形成計画の策定を行うこと。

　①　まちづくり計画と一体となった持続可能な地域公共交通ネットワークサービスの形成に向けて主体的かつ創意工夫して取り組むこと。

　②　地域の公共交通の維持・存続と発展、交通ネットワークの確立に向けて、国に対し概算要求期や政府案決定期などを通じて必要な補助金の確保に努めるとともに、補助制度の拡充を要請すること。

	


【解説】
　2013年末に成立した交通政策基本法の関連法として、2014年に「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」が改正されました。また、2015年２月には交通政策基本計画が閣議決定されています。

この法律は、これまで地域の公共交通を、事業者の事業運営に任せきりであった枠組みから脱却し、自治体が先頭に立ち、地域の関係者の合意のもとに、持続可能な地域公共交通ネットワークを構築することが必要、という主旨のもとに策定されています。

　この法律改正により、従来の市町村に加え、都道府県においても「地域公共交通網形成計画」を策定することができるようになり、まちづくりや観光振興などと一体となった、実効のある地域公共交通の再構築が可能となります。
　しかし、総務省通知「公営企業の経営にあたっての留意事項」（※２） による事業廃止、民間委譲・委託等への指導強化、また、地方公営企業会計制度等の見直しによる経営管理・指導の徹底による不当な事業の見直しなど、国からの圧力は依然として続いている状況にあります。地域・住民に公営・公共交通の必要性に訴える利用促進活動、社会貢献活動についての取り組みが重要となります。
　全国的に公共交通の衰退が進む中で今後、急激な少子・高齢化や人口減に伴い、地域公共交通の果たす役割りは一層大きくなります。地域公共交通の活性化および再生に関する法律の改正を踏まえ、自治体おいても地域公共交通の再生のため、積極的な取り組みが必要となります。
	（※２）総務省通知「公営企業の経営にあたっての留意事項」

地方公営企業の適用範囲の拡大など公営企業を取り巻く状況等の変化を踏まえ、各自治体、公営企業に対して、経営のあり方等を指導するために発出された通達。公営交通事業、とりわけバス事業に対しては「採算性、路線維持の必要性等の観点から見直しを行い、民間への事業譲渡等の選択肢を含め再検討する必要がある」とし、事業の必要性の検討を強く求めている。
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